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　１．はじめに
　介護サービス情報の公表制度（以下，「情報公表制度」と称す）は，介護保険法に基づき平成
18年４月からスタートした制度である．利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討し
て適切に選ぶための情報を都道府県が提供する仕組みである．その情報公表制度における訪問調
査は，報告対象サービス事業所のすべてに年１回の調査が義務付けられ，その情報がホームペー
ジ1）に公表されてきた．
　訪問調査に伴う事務負担が大きい，情報公表制度が国民に十分活用されていないなどの，事業
者などからの意見により，平成 24年度に介護保険制度が改正された．その改正により，訪問調
査の義務付けが廃止されることになった．調査範囲や調査方法の変更等が行われ，都道府県が必
要と認める場合に訪問調査を行うことができる仕組みに変更された．
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　また，介護保険法改正に係る，国会の付帯決議として，「介護サービスの公表制度については，
適正な調査が実施されるよう，都道府県，指定情報公表センター，指定調査機関，その他の関係
者の意見を十分に踏まえつつ，ガイドラインの作成等必要な措置を講ずること．その際，事業者
より申し出がある場合には，積極的に調査できるように配慮するとともに，指定調査機関・調査
員の専門性を活用すること」となっているが，調査の実施は都道府県の裁量であることから，事
業者が自ら希望する場合に調査を実施する都道府県数は 22と全体の半数に満たないという状況
である．このように制度改正によって，情報公表制度の根幹ともいえる訪問調査の位置付けが大
きく変わっている．訪問調査を定期的に実施する地域と，訪問調査を特定の場合のみにしか実施
しない地域とでは，情報の正確性に大きな差異が生じるおそれがある．
　さらに，介護サービス情報の公表制度担当者会議資料（平成 24年 8月 31日）によれば，調査
機関を指定する都道府県は 21団体にとどまり，全国の指定調査機関数は，制度見直し前の 275
機関から制度見直し後には 86機関に減少している．訪問調査は義務でなくなったため，訪問調
査を実施する団体にあっても，年間の調査対象数は大きく減少することが見込まれる．一部の都
道府県で基本情報2）の調査を実施する等の取組みもあるが，全体としては，制度見直し後に調査
実施体制は弱体化していると言わざるを得ない．現状では，調査機関，調査員が十分に活用され
ているとは言えず，この状況が続けば，調査機関，調査員の専門性が大きく損なわれることにな
る．
　制度改正により大きく変化したものがある一方，利用者である一般の人にはわかりにくいと指
摘されていた「調査項目」については手をつけられておらず，今後の課題として残っている．
　２．実態調査の実施
　
　本事業は，こうした情報公表制度の現状を踏まえて，平成 24年 11月から平成 25年 1月まで
事業所，都道府県，調査機関，調査員，一般市民に対するアンケート調査を表１のように実施
し，利用者の制度の認知や操作に対する意識，各団体の利用実態，訪問調査の意見，制度の有効
性等を把握することを目的とした．
　３．実態調査の結果と考察
　3.1　各団体向け共通質問の回答から
　都道府県，事業所，調査機関，旧調査機関，調査員向けのアンケート調査票にいくつか同じ質
問を用意し，団体別に取組み状況や意識の違いを明らかになるように工夫をした．
　これまでに，受審した訪問調査の効果（利点）3）に関して，事業所では，「業務の標準化や各種
マニュアル整備等文書管理の促進」に効果があったという回答が多くみられた．「倫理，法令遵
守の取組みの推進」，「公表情報の「あり」「なし」の正確性の確保の促進」が続いている．一方，
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訪問調査の効果が「特にない」と感じている事業所は２割に満たない．訪問調査の効果について
は，都道府県，調査機関，調査員では「公表情報の「あり」「なし」の正確性の確保の促進」が
高くなっていたが，事業所の認識と大きくかい離している．また，実際に訪問調査を担う調査員
は，「従業者等への研修体制などの人材育成の促進」，「利用者意向の反映方法，事業所のサービ
ス改善の促進」の効果を上位に挙げている．
表 1　実態調査の調査対象・抽出方法
調査種別 調査対象 抽出方法 備　考
事 業 所 6,000事業所 厚生労働省事業所データ（H23年度）86,830件から 6,000件抽出した．
郵送による配布・回収
質問数：18
都 道 府 県 47都道府県 介護サービス情報の公表制度の担当課を対象とした．
郵送による配布・回収
質問数：13
調 査 機 関 83調査機関 全国調査機関一覧データから全数を対象とした．
郵送による配布・回収
質問数：12
調 査 員 調査員 830人 83機関に調査員用の調査票を 10票ずつ配布した．
郵送による配布・回収
質問数：12
旧調査機関 170調査機関
平成 23年度時点の調査機関名簿をベースに，
都道府県担当に電話確認し，平成 24年度時
点で指定されている調査機関を除いた，旧調
査機関を対象とした．
郵送による配布・回収
質問数：12
一 般 市 民 介護経験有り 250人介護経験無し 250人 調査モニターから対象者を抽出した． Webアンケート調査
表２　調査票の回収状況
調査種別 配布数 回収数 有効回収数 無　効
事 業 所 6,000 2,686（44.8％） 2,682（44.7％） 4
都 道 府 県 47 39（83.0％） 39（83.0％） 0
調 査 機 関 83 32（38.6％） 32（38.6％） 0
調 査 員 83機関（830） 139（ 　－） 137（ 　－） 2
旧調査機関 170 65（38.2％） 65（38.2％） 0
一 般 市 民 － 500（ 　－） 500（ 　－） 0
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問　訪問調査の利点としてどのようなものが考えられますか．該当する番号に○印をお付けください．
（○は４つまで）
図１　訪問調査の効果（利点）
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　制度改正後，「自ら希望して訪問調査を受けた事業所」を示すアイコンを画面に表示させるこ
とや，事業所検索をかけた際，事業所名を検索結果の上位に表示する工夫等がある．この状況下
で，自ら希望して訪問調査を受けるメリットの意識は，事業所の約 3分の 1が「感じる」と回答
している．事業所に対してメリットがあるかについては，調査機関，調査員，旧調査機関で７割
以上が「メリットがある」と回答している．訪問調査をする側と，される側の事業所に大きな意
識の差があることがわかる．
問　今回の制度改正の大きな特徴として，自ら希望して調査を受けた事業所への配慮があります．新シ
ステムでは，「自ら希望して訪問調査を受けた事業所」に示すアイコンが表示されたり，事業所検
索をかけた際，事業所名が検索結果の上位に表示される工夫等があります．これらのシステムの改
良は，事業所のメリットとして感じますか．該当する番号に○印をお付けください．（○は１つ）
図２　自ら希望して訪問調査を受けるメリットの意識
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　図 3で示すように，新制度では義務であった訪問調査が緩和されたことについて，都道府県で
は「誤認による虚偽記載が増え，公表情報の正確性が低下する」が 69.2％と最も多くなってい
る．「特に問題ない」は約２割にとどまっている．
　調査機関では「誤認による虚偽記載が増え，公表情報の正確性が低下する」が最も多く
68.8％，次いで「公表情報の信頼性が低下し，制度が形骸化する」が 62.5％となっている．
　調査員では「外部の目が入らず，事業所のサービスの質の低下につながる」が最も多く
56.2％，次いで「事業所の外部への情報提供意識の低下」が 52.6％となっている．
　旧調査機関では「外部の目が入らず，事業所のサービスの質の低下につながる」が最も多く
70.8％，次いで「公表情報の信頼性が低下し，制度が形骸化する」が 64.6％となっている．
図３　訪問調査の義務が緩和されたことの懸念
問　年１回の訪問調査の義務が緩和されましたが，どのようなことが懸念されますか．該当する番号に
○印をお付けください．（あてはまるものすべてに○）
　公表項目の見直しを行ううえで，よりわかりやすい情報となるために検討が必要だと考えられ
るものは図４のようになっている．
　基本情報についての見直しは，旧調査機関を除く事業所で「特に見直しは必要ない」が最も多
く，中でも都道府県が 53.8％と多くなっている．また，旧調査機関では「情報項目の見直しが
必要」が 40.4％で最も多くなっている．
　情報量が多く，訪問調査時に事業者が負担と感じると考えられる運営情報4）についての見直し
は，それぞれ「情報項目の見直しが必要」が最も多く，中でも調査機関が 56.3％と多くなって
いる．
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　3.2　事業所向け実態調査
　今後，システムの活用意向・具体的な活用方法を問う質問に対して，「活用したい」（50.3％）
が約半数を占め（図 5），具体的には，「検索機能等を活用し，他事業所の情報を収集する」
（74.9％），「他事業所との比較結果などを活用し，事業所のサービス改善を行う」（55.9％），「運
営状況のグラフ表示などを活用し，運営について自己評価する」（45.9％）に見られるように情
報収集，事業所のサービス改善や自己評価に活用したいという意見が多くみられた（図 6）．
問　今後，公表項目の見直しを行ううえで，よりわかりやすい情報となるためにはどのような見直しが
必要だと考えますか．該当する番号に○印をお付けください．
図４　公表項目の見直しについて
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　新システムの改善点として「要介護者やその家族のニーズから事業所を検索できるようにす
る」（35.8％），「地図検索で利用者住所地を入力し，地図上で検索できるようにする」（26.8％），
「サービス名にデイサービス，ショートステイ等の通称も併記する」（25.3％），「利用者の意見を
掲載できるようにする」（19.1％）など，利用者視点での改善点が挙がっている．
問　平成 24年 10月から運用されている新システムに付加された機能を活用しようと思いますか．該当
する番号に○印をお付けください．（○は１つ）
図５　新システムの活用意向
問　新システムに付加された機能について，どのように活用したいですか．該当する番号に○印をお付
けください．（あてはまるものすべて○）
図６　新システムの活用方法
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　事業所自ら希望すれば調査を受審できる体制がある場合，訪問調査を受審する条件としては，
図 8で示したように，「調査手数料などの事業所負担が軽減されること」，「調査結果が事業所の
サービスの質の向上にむすびつくこと」，「調査結果が利用者への PRにむすびつくこと」，「訪問
調査が監査指導の代替的機能をもつこと」が上位に挙がっている．一方，「条件の有無にかかわ
らず訪問調査は受けたくない」と回答する事業所は１割に満たない．
　訪問調査の効果を事業所が容易に得られるよう，以下のような一定の条件が整備されれば，訪
問調査を受審しても良いと考える事業所の割合は今以上に高くなると考えられる．
　①　訪問調査にかかる事業所の負担の軽減
　②　調査結果を事業所のサービスの質の向上へ活用
　③　調査結果を利用者へのＰＲに活用
　④　訪問調査と指導監査の連携
　同時に，自ら希望して訪問調査を受けるメリットを高めることや訪問調査の効果を周知するこ
とで，事業所の訪問調査に対する必要性の認識を高めることが求められる．
問　新システムについて，さらにどのような点を改善する必要があると思いますか．該当する番号に○
印をお付けください．（○は３つまで）
図７　新システムの改善点
48
社会福祉論集　第 131号
　3.3　都道府県向け実態調査
　都道府県が必要と認める場合に実施する訪問調査の指針の策定状況は，約９割が策定済みと回
答している（図 9）．調査指針を策定した際に，重視した観点は，「事業所の事務的負担の軽減」，
「事業所の経済的負担の軽減」がともに８割弱となっており，「公表情報の正確性の確保」や「介
護サービス利用者を不利益から守る」を上回っている（図 10）．
　都道府県により策定された調査指針は，事業所の負担軽減が最も重視されているが，今後，調
査指針を見直す際は，「公表情報の正確性の確保」や「介護サービス利用者を不利益から守る」
といった観点をより重視する必要がある．また，積極的な事業所が自ら調査を希望する場合に対
応できる調査実施体制を整備する必要がある．
問　事業所自ら希望すれば調査を受審できる体制がある場合，どのような条件が整えば訪問調査を受け
入れたいと思いますか．該当する番号に○印をお付けください．（○は３つまで）
図８　訪問調査の受審の条件
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問　介護サービス情報の公表制度の調査指針の策定をしていますか．該当する番号に○印をお付けくだ
さい．（○は１つ）
図９　調査指針について
問　厚生労働省が示したガイドラインを踏まえた上で，調査指針を策定した際，重視した要素は何です
か．該当する番号に○印をお付けください．（あてはまるものすべてに○）
図 10　調査指針の策定経緯
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　都道府県担当者に運営情報の内容について質問したところ，「項目数が多すぎる」（56.4％），
「専門用語が多く，一般の人が見てもわからない」（53.8％），「「あり」「なし」だけの調査では，
状況が正確につかめない」（41.0％）等の意見が多くなっている．
問　基本的に平成 18年に制度が始まって以来，運営情報（旧調査情報）の内容は変わっていませんが，
運営情報（旧調査情報）の内容についてどうお考えですか．該当する番号に○印をお付けください．
（あてはまるものすべてに○）
図 11　運営情報の項目についての意見
　3.4　利用者向け実態調査
　インターネットで調査モニター 500人を募集し，介護保険制度の認知について質問したとこ
ろ，「名前を知っている」，または「名前も内容も知っている」をあわせた『知っている』が約９
割となっている．さらに介護経験のある者も経験がない者についても介護保険制度の認知度は，
高いと言える．
　同じモニターに情報公表制度の認知について質問したところ，全体で 29.8％『知っている』
と回答している．介護経験のある者は，「名前を知っている」（27.4％），「名前も内容も知ってい
る」（12.9％）をあわせた『知っている』は 40.3％となっており，全体から比べて１割程度高く
なっている．しかし，介護保険制度に比べると，かなり低いと言わざるを得ない．介護経験がな
くても 8割超えの者が介護保険制度について知っているが，情報公表制度について 8割越えの方
が知らない状況である．
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　新システムの利用5）について，利用したことが「ある」人は，全体では 2.6％，介護経験の有
無別でみると，介護経験のある方は 4.8％，介護経験のない方は 0.4％となっている．
　平成 18年 4月にスタートした情報公表制度は，その後のバージョンアップで見やすくなった
ものの，インターネットによる情報の提供で，高齢者にはなじみにくい．そして内容も専門的な
記述と膨大な情報で構成されており，高齢者だけでなく，家族にとっても直感的な事業者選択か
ら程遠く，期待したほど利用されていない．
問　「介護保険制度」をご存知ですか．
図 12　一般市民の介護保険制度の認知度
問　「介護サービス情報の公表制度」をご存知ですか．
図 13　一般市民の「介護サービス情報の公表制度」の認知度
52
社会福祉論集　第 131号
　４.情報公表制度の改善の方向性
　（1）訪問調査の必要性
　平成 24年度の介護保険制度の改正により，情報の正確性を担保するものである訪問調査の義
務がなくなったため，事業所の誤認等による虚偽記載が増え，情報の正確性が低下する懸念があ
る．また，都道府県において調査実施体制の相違があり，訪問調査を定期的に実施する地域と，
訪問調査を特定の場合のみしか実施しない地域とでは情報の正確性に差異が生じるおそれがあ
る．さらに，情報を利用する住民にとっても，都道府県の違いにより，正確性・公平性の観点か
ら情報の格差が生じ，結果として不利益がもたされる可能性も考えられる．
　こうした現状からみて，情報公表制度の主眼である「利用者の主体的な選択」に資する情報提
供を行うには，情報の正確性の確保，第三者の目が入ることによる事業所のサービスの質の向
上，事業所の運営の課題の明確化等を推進する定期的な訪問調査の実施が不可欠であると言え
る．
　訪問調査は，事業者にとって負担が大きいという否定的な見方があるが，今回の事業所調査結
果でも明らかになったように，調査の意義を否定しているわけではない．今後は，事業所がより
メリットを受けられるように，訪問調査にサービス内容の評価を取り入れることや，相談支援の
機能を付加すること，調査結果を「事業所の特色6）」ページに活用し PRを促進すること等，調
査方法等を見直すとともに，事業所が積極的に調査を受審するインセンティブを設ける等，新た
な仕組みづくりが必要であると考えられる．
　（2）利用者の事業所選択を支援する仕組み
　福祉領域の専門性に基づいた，現在の情報公表制度を一般人が自由に取り扱うことは困難を伴
う．ユーザーインターフェース，使用する言葉などを再検討して，一般人も十分利用できるよう
問　平成 24年 10月１日から運用されている新しくなった情報の公表システムを利用したことはありま
すか．
図 14　情報公表システムの利用経験
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にすることが長期的な課題である．車のドライバーに道案内のカーナビゲーションがあるよう
に，制度，サービス体系が複雑化している生活・福祉分野において，出発地（生活状況・ニー
ズ・ADL）から目的地（サービス選択・契約・供給）まで最も合理的な道筋を案内できるシス
テムの開発が不可欠である．
　（3）情報公表情報の活用を促進する仕組み
　実際に必要とする介護サービス情報を利用者・家族に提供でき，業務の改善状況やサービスの
質の確保の取り組みを把握できるように，運営情報の調査手法，調査項目を見直す．
　システム上で，調査結果の指標化（点数表示，三ツ星表示），あるいは認証マーク表示等を行
い，利用者が調査結果を一目でわかるように表示する．これらのマーク等は，訪問調査を受けた
場合のみ表示されることとし，調査未受審の場合は一般のグラフ表示のみとする．
　（4）事業所のサービスの質の向上を支援する仕組み
　情報公表制度は本来，利用者による事業所の選択を支援することを目的としている．利用者と
事業所の間の情報格差を埋めることで対等な立場を築き，「利用者の自己決定」を支援する．こ
れに付け加え，事業所のサービスの質の向上に資するための制度でもあると明確に位置づける．
　そのために，運営情報の調査項目・調査手法等についての改善，その調査結果に基づく「マネ
ジメント評価」の実施と相談支援，運営情報を活用したサービス向上のためのガイドブックの作
成などを行い，事業所が公表制度利用のインセンティブを享受できるようにする．
　（5）調査機関，調査員の専門性を活用する仕組み
　運営情報の調査にかかる調査員の養成研修に加え，基本情報，「事業所の特色」ページの調査
の担い手，「マネジメント評価」の担い手となる調査員の養成研修を実施する．「マネジメント評
価」の調査員養成研修には，事業所の管理者等の参加も考えられる．また，調査が実施されな
い，あるいは調査数が少ない都道府県の調査員に対するフォローアップ研修を実施する．
　５．おわりに
　地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するために必要な包括ケアの構築には，地域
の実態を正確に把握できる介護資源の情報が不可欠である．この情報公表制度が，近年議論され
出した，こうしたダイナミックな動きへと進展していくことを期待したい．
　この論文は，平成 24～ 25年度に設置された，厚生労働省老人保健健康増進等事業の中の「介
護サービス情報の公表制度にかかる調査の在り方に関する調査研究事業」委員会の成果の一部で
ある．私はこの委員会の責任者として，検討を開始する任を負うこととなった．同委員会のメン
バーの支援にこの場を借りて感謝したい．
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注
１）介護情報サービス公表システムの URLは，http://www.kaigokensaku.jp/
２）「基本情報」は，従事者の数，居室面積などあらかじめ利用者に知らせておく必要がある情報をサー
ビスごとに整理したもので，事業者が自ら入力する．
３）事業所向けの調査票では「訪問調査の効果」，都道府県，調査機関，調査員，旧調査機関向けの各調
査票では「訪問調査の利点」と一部表現を変えている．
４）事業所の具体的なサービスの内容や職員研修の状況など，運営に関する取り組みの状況．
５）平成 24年 10月１日以降のリニューアルされた介護サービス情報公表システム．
６）新システムでは，写真や動画などによる事業所のＰＲを自ら掲載できる「事業所の特色」ページが新
設された．
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